
資料４

令和５年度 第１回
神奈川県大規模氾濫減災協議会

４ 話題提供
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（１）流域治水の普及啓発について

４ 話題提供
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（２）治水施設カードの配布
〇 県内の治水施設に興味や

関心をもってもらう取組と
して、県内で整備されてい
る調節池や遊水地、分水路
などを紹介した治水施設カ
ードを配布している。

（１）県民を対象とした普及啓発イベントの開催
〇 県民の皆様に流域治水を知っていただくことを目的として、普段見ることの

できない治水施設の見学会と併せて、流域治水の考え方を説明するイベントと
して、「流域治水かながわ」を令和４年度から開催している。

流域治水の普及啓発について
■流域のあらゆる関係者が、流域治水を自分事として捉えるこ
とが重要であることから、流域治水に対する県民意識の向上を
図る取組として、以下を進めていく。

作成主体

① 川和遊水地（鶴見川） 横浜川崎治水事務所

② 帷子川分水路（帷子川） 横浜川崎治水事務所

③ 大岡川分水路（大岡川） 横浜川崎治水事務所

④ 恩廻公園調節池（鶴見川） 川崎治水センター

⑤ 境川遊水地（境川） 藤沢土木事務所

　※その他の施設については作成に向けて検討中

配布している施設名
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（４）流域市町村と連携した防災講座などの実施
〇 流域治水の考え方と併せて、地域の水害の歴史や治水上の課題を学ぶなど、

県民の皆様に、より身近な水害のリスクを理解してもらう場として、今後、
流域市町村と連携しながら、防災講座の実施に向けて調整を進めていく。

（３）次世代を担う子供たちの普及啓発
〇 次世代を担う若い世代の意識向上を

図るため、小学校副教材「わたしたち
の神奈川県」の令和６年度改訂に合わ
せて、流域治水の考え方の掲載に向け
て調整を進めていく。

流域治水の普及啓発について

※ 今後の流域治水協議会において、各市町村における防災講座の実施
状況調査や、流域治水に係る防災講座の開催に向けた調整などを行う
予定であるため、流域治水の普及啓発に向けて協力をお願いしたい。
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【参考】流域治水協議会の設立状況
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No. 水系名 協議会構成団体 協議会設立状況 PJ公表状況

当初：令和３年３月30日

更新：令和５年３月31日

当初：令和３年３月30日

更新：令和５年３月31日

当初：令和３年３月30日

更新：令和５年３月31日

神奈川県、藤沢市、茅ケ崎市、大和市、海老名市、 当初：令和３年３月30日

座間市、綾瀬市 更新：令和５年３月31日

神奈川県、東京都、横浜市、相模原市、鎌倉市、 当初：令和３年９月22日

藤沢市、大和市、町田市 更新：令和５年３月31日

当初：令和３年９月22日

更新：令和５年３月31日

当初：令和３年９月22日

更新：令和５年３月31日

神奈川県、小田原市、秦野市、南足柄市、大井町、 当初：令和３年９月22日

松田町、山北町、開成町、国 更新：令和５年３月31日

当初：令和４年３月20日

更新：令和５年３月31日

神奈川県、平塚市、秦野市、厚木市、伊勢原市、 当初：令和４年３月20日

大磯町、中井町、国 更新：令和５年３月31日

当初：令和４年３月20日

更新：令和５年３月31日

当初：令和４年３月20日

更新：令和５年３月31日

当初：令和４年３月20日

更新：令和５年３月31日

当初：令和４年３月20日

更新：令和５年３月31日

10 山王川 神奈川県、小田原市 令和3年10月28日

11 早川 神奈川県、小田原市、箱根町、国 令和3年10月28日

8 葛川 神奈川県、平塚市、秦野市、大磯町、二宮町、中井町 令和3年8月13日

9 森戸川 神奈川県、小田原市、大井町、松田町 令和3年10月28日

6 田越川 神奈川県、逗子市 令和3年6月25日

7 金目川 令和3年8月13日

4 大岡川 神奈川県、横浜市 令和3年3月26日

5 酒匂川 令和3年3月26日

2 境川 既存協議会

3 帷子川 神奈川県、横浜市 令和3年3月26日

3 相模川 国、神奈川県、山梨県、24市町村 令和2年8月19日

二級水系 11水系／全23水系

1 引地川 既存協議会

一級水系 ３水系／全３水系

1 多摩川 国、東京都、神奈川県、山梨県、31市町村 既存協議会

2 鶴見川 国、東京都、神奈川県、４市 既存協議会

PJ※公表状況

※ 流域治水プロジェクト（PJ）：国、流域自治体等が協働し、河川整備に加え、雨水貯留浸透施設や土地利用規制など、
各水系で重点的に実施する治水対策の全体像を取りまとめたもの。



凡 例
策定済み（１級水系）

１級水系 ❶多摩川水系
➋鶴見川水系
➌相模川水系

【３水系策定／全３水系】

策定済み（２級水系）
２級水系 ①引地川水系

②帷子川水系
③大岡川水系
④境川水系
⑤酒匂川水系
⑥田越川水系
⑦金目川水系
⑧葛川水系
⑨森戸川水系
⑩山王川水系
⑪早川水系

【11水系策定／全23水系】

※ 残りの水系については、流域自治体
からの要望や河川整備計画の策定状況
等を踏まえ、適宜追加していく予定。

R5.4.1時点

❶
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【参考】流域治水プロジェクトの策定状況
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（２）河川の取組に関する広報について

４ 話題提供
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河川の取組に関する広報について

多くの皆様の避難行動に活用していただけるよう、河川の防災情報等に関するリー
フレットやチラシを作成し、市町村と連携して沿川住民や、コンビニ・スーパーに
配布するなど、積極的な広報に努めている。

◇ リーフレットやチラシの配布

広報にご協力いただいた市町におかれましては、来年度以降も、引き続き、よろ
しくお願いします。
また、このようなチラシ等の住民への配布や講習会等への活用を希望する市町村

がございましたら、河港課河川防災Gまで、ご連絡ください。 8



河川の取組に関する広報について

マイ・タイムラインのリーフレットについては、一般向けと小学生向けの２種類
を作成。
小学生向けリーフレットでは、平易な言葉を使って漢字にふりがなを振るなど、
よりわかりやすい内容とし、県内の小学校等へ配布することで、積極的に
マイ・タイムラインの普及啓発を図っている。

◇リーフレットやチラシの配布

＜小学生向けリーフレット︓オモテ面＞ ＜小学生向けリーフレット︓ウラ面＞

年度 配布実績
R ５ 561校 284,500部

9



河川の取組に関する広報について

地域の皆様が安心して暮らしていただけるように、河川の工事などの状況を丁寧に
お伝えしていくことが重要であることから、河川の取組の見える化に努めている。

◇ 河川の取組の見える化

【県河港課HPで河川事業に係る情報を公表】

＜県河港課HP︓県の河川事業について＞ ＜主な工事予定箇所＞ 10



河川の取組に関する広報について
◇ 河川の取組の見える化
【現地への事業PR看板の設置】

横浜川崎治水事務所では、地域住民への情報発信の
一環として、横浜市中区石川町付近で実施している
中村川の親水施設等の整備を紹介した看板を、現地に
設置している。

＜事業紹介＞

＜看板設置状況＞
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河川の取組に関する広報について
◇ 河川の取組の見える化
【厚木市と連携した取組】

令和５年10月20日〜11月15日まで、あつぎロードギャ
ラリーにて、県の河川事業を紹介するパネル展を実施。

＜展示状況＞

＜全体紹介＞ ＜事業紹介＞ ＜流域治水＞ ＜マイ・タイムライン＞12



河川の取組に関する広報について
◇ 河川の取組の見える化
【伊勢原市と連携した取組】
令和５年５月号の「広報いせはら」にて、
伊勢原市内を流れる県管理河川における
堆積土砂の撤去や護岸補修、河川事業の実施状況
について紹介した。

＜広報いせはら紙面＞

【今後の予定】
令和６年度は、引き続き県管理河川の取組み
について紹介できるようパネル展の開催、
及び広報紙への掲載の実施に向けて、
調整する。

河川の取組の見える化については、各市町村
の協力が必要です。
ご協力いただける市町村におかれましては、

河港課河川防災Gまでご連絡ください。
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（３）九都県市共同発表の広報について

４ 話題提供
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九都県市共同発表の広報について

九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいた
ま市、相模原市）は、激甚化・頻発化する豪雨災害に対応していくため、共同して、
それぞれの取組や広域的に共通する課題等の検討を行いました。豪雨による被害軽
減を図るためには、河川や下水道の整備にあわせて、多様な関係者が流出抑制策に
取り組んでいくとともに、更なる周知を図る必要もあることから、身の回りででき
る豪雨対策に関する広報の取組を行うこととしました。

◇ 広報の取組について

【九都県市の共同作成広報物】

＜チラシ＞ ＜デジタルサイネージ動画＞ ＜ロゴマーク＞ 15



【参考】デジタルサイネージ動画

◇ 広報の取組について

九都県市共同発表の広報について
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（４）災害復旧に係る支援制度について

４ 話題提供
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災害復旧に係る支援制度について
◇ 災害復旧技術専門家派遣制度

【災害復旧技術専門家】

国や都道府県等の災害復旧業務に長年携わり、制度を熟知し、災害復旧事業に関
する高度な技術的知見を有する経験豊富な技術者で、(公社)全国防災協会が認定
登録した技術者。
災害時における技術的な支援・助言のほか、いざというときに備えた技術職員育
成のための研修会講師としても派遣。
神奈川県では、県OBの５名が登録（令和５年10月現在）

【制度の概要】
迅速かつ的確な災害復旧事業の促進し、技術者のマンパワーや実務経験を積んだ
技術者の不足などを支援するため、平成 15 年に（公社）全国防災協会が、災害
復旧技術専門家を災害現地に派遣し、地方公共団体が行う災害復旧事業の支援・
助言について、ボランティアとして活動する制度を創設。
TEC-FORCEが出動した大規模災害の場合は、派遣に要する交通費・宿泊費等の
費用は協会が負担。それ以外の場合は、派遣要請を行った自治体等が実費を負担。
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災害復旧に係る支援制度について
◇ 災害復旧技術専門家派遣制度

【技術専門家による支援・助言】

【手続きフロー】（ TEC-FORCEが出動した大規模災害の場合）

１．災害調査に関する支援
申請、被災原因把握、対策工法検討のための調査に関する事項 等

２．復旧工法に関する技術的支援
応急復旧、本復旧、改良復旧に関する事項 等

３．その他、災害復旧に関する支援・助言
災害復旧制度に関する事項、職員育成のための研修講師 等
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災害復旧に係る支援制度について
◇ 災害復旧技術専門家派遣制度

【市町村における災害復旧事業の
円滑な実施のためのガイドライン】

（国土交通省防災課）
災害対応に従事する市町村職員向けに、大規模災害時にお

いても迅速かつ円滑に災害復旧事業を遂行できるよう、災害
復旧技術専門家支援制度や参考となる取組、地域の先進事例
などについて紹介するガイドライン

【令和元年東日本台風における県内の派遣実績】
９日間にわたり、県の６事務所および４市町に対して災害復旧技術専門家の

派遣を実施。

各市町村において土木施設が被災した時は、県関係機関に報告・相談
するとともに、積極的にこの制度の活用をご検討ください。

派遣日 令和元年
12月３日 12月４日 12月５日 12月６日 12月10日 12月12日 12月23日 12月24日

派遣先 小田原土木
センター

津久井治水
センター

厚木土木
事務所

県西土木
事務所

城山ダム
管理事務所、
三保ダム
管理事務所

箱根町、
真鶴町、
小田原土木
センター

大井町 秦野市

派遣人数 ２名 ２名 ２名 ２名 １名 １名 ２名 ３名
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国交省 災害復旧 ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 検索


